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確定拠出年金（DC）の拠出限度額 7,000 円引き上げの意義 
 

野村 亜紀子 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 2024 年 12 月 20 日に公表された自由民主党・公明党「令和 7 年度税制改正大

綱」、及び同年 12 月 27 日に閣議決定された「令和 7 年度税制改正の大綱」

に、確定拠出年金（DC）拠出限度額の月額 7,000 円の引き上げが盛り込まれ

た。実現すれば、2014 年以来、10 年ぶりの拠出限度額の引き上げとなる。 
2. 今回の税制大綱には、個人から見た私的年金税制の合理性・公平性、納得感を

高める内容が盛り込まれており、定性的にも意義深いものと評価できる。具体

的には、①企業年金のない従業員の個人型 DC（iDeCo）拠出限度額を引上げ、

企業年金加入者と同水準に揃えること、②企業年金と iDeCo 併用者の拠出制約

を改め「限度額から企業拠出を控除した残額」を iDeCo に拠出可能にするこ

と、③企業型 DC の加入者拠出（マッチング拠出）の制約も改め「限度額から

企業拠出を控除した残額」を拠出可能にすること、などである。 
3. 今後の注目点としては、政令改正等の手続きと体制整備のスピード感が挙げら

れる。また、iDeCo の利用促進には分かりやすさが極めて重要なため、個人が

拠出可能額を簡便に把握できるようにする支援体制もポイントとなる。さら

に、拠出可能額の一層の拡大を含む大がかりな税制改正には、給付時課税の議

論の準備が必要であろう。私的年金を通じて資産形成を行い、活発な消費力を

有する高齢者を可能な限り大勢生み出すことは、超高齢化する日本の経済・社

会の目指すべき方向性と言える。 
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Ⅰ 10 年ぶりの DC 拠出限度額の引き上げ 

2024 年 12 月 20 日、自由民主党・公明党（与党）の「令和 7 年度税制改正大綱」が公表

され、次いで同年 12 月 27 日に「令和 7 年度税制改正の大綱」が閣議決定された（以下、

税制改正大綱とする）。衆目を集めた「年収の壁」対応などと共に、確定拠出年金（DC）

の拠出限度額を月額 7,000 円引き上げるという施策も盛り込まれた（図表 1）。2022 年の

資産所得倍増プランに個人型 DC（iDeCo）の拠出限度額引き上げが記載されたものの

2023 年には具体的な進展がなかったが、今般の税制改正大綱に盛り込まれることにより、

大きく前進することとなった。実現すれば、2014年以来、10年ぶりのDC拠出限度額の引

き上げとなる。 

図表 1 与党「令和 7 年度税制改正大綱」の私的年金関連部分 

考え方 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

 働き方やライフコースの多様化の中で、税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組みとする

ことが、安定的な資産形成の助けになる。勤務先企業が企業年金を設けているかどうか、企業年金

の形態といった違いにかかわらず、継続的かつ平等に資産形成できる環境整備のため、iDeCo の

拠出限度額について「穴埋め型」の引き上げを行う。 

 豊かな老後生活に向けて、公的年金を補完し老後に向けた資産形成を支援するという私的年金の

役割を踏まえ、賃金上昇の状況を勘案し、DC 拠出限度額について 7,000 円の引き上げを行う。個

人事業主の iDeCo 等の限度額も同額の引き上げを行う。 

 DC の加入率や拠出の実態を踏まえ、限度額の考え方について、各国の制度も参照しながら次期

年金制度改革までに検討し結論を得る。 

 現行の年金課税や退職所得課税の下では私的年金給付時課税が限定的となっており、給付時課

税のあり方を検討する必要がある。また、給付が一時金払いか年金払いかで税制上の取扱いが異

なり中立的ではないといった指摘がある。退職所得課税では勤続年数が 20 年を超えると退職所得

控除額が増加する仕組みが転職の増加等の働き方多様化に対応していないという指摘もある。拠

出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しが求められ

る。例えば、各種私的年金の共通の非課税枠や従業員それぞれに私的年金等を管理する個人退

職勘定を設けるといった議論も参考にしながら、具体的な案の検討を進めていく。 

令和 7 年

度税制改

正の内容 

①企業型 DC のマッチング拠出について、加入者掛金額は事業主掛金額を超えることができないとす

る要件を廃止する。 

②企業型 DC の拠出限度額を次のとおりとする。 

 DB に加入していない者 月額 6.2 万円（現行：月額 5.5 万円） 

 DB 加入者：月額 6.2 万円（現行：月額 5.5 万円）から DB 掛金相当額を控除した額 

③60歳以上70歳未満で現行iDeCoに加入できない者のうち、元・加入者等で老齢基礎年金及びiDeCo

老齢給付金を受給していない者を新たに iDeCo の加入対象とし、限度額を月額 6.2 万円とする。 

④iDeCo の拠出限度額を次のとおりとする。 

 第 1 号被保険者 月額 7.5 万円（現行：月額 6.8 万円） 

 企業年金加入者 月額 6.2 万円から DB 掛金相当額及び企業型 DC 掛け金額を控除した額（現

行：2.0 万円） 

 企業年金未加入者（第１号被保険者及び第 3 号被保険者を除く） 月額 6.2 万円（現行：月額 2.3

万円） 

⑤国民年金基金の掛金額の上限を月額 7.5 万円（現行：6.8 万円）とする。 

⑥その他所要の措置を講ずる。 

検討事項 年金課税については、少子高齢化が進展し年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平

性確保や、老後保障の公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバラ

ンス、貯蓄・投資商品に対する課税との関連、給与課税等とのバランス等に留意するとともに、平成

30 年度税制改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度改革の方向性、諸外国の例も踏ま

えつつ、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討する。 

（出所）自由民主党・公明党「令和 7 年度税制改正大綱」（2024 年 12 月 20 日）より抜粋・要約 
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岸田文雄・前首相の立ち上げた資産運用立国議員連盟が 2024年 11月 26日に、第 1号被

保険者（自営業者等）は月額20万円、それ以外（民間従業員、公務員、第3号被保険者）

は月額 10 万円への引き上げを提言していたこともあり、7,000 円という金額は期待より小

さいという見方もあろう。しかしながら、次章で述べる通り、今回の大綱の内容は、私的

年金税制の合理性と公平性、個人から見た納得感を高めるなど、定性的な観点からも意義

深いものと評価できる。 

 

Ⅱ DC 拠出限度額引き上げの定性的な意義
1 

１．企業年金と iDeCo のイコール・フッティング 

2001 年の DC 制度導入以来、勤務先の企業年金が企業型 DC のみの加入者に比べて、勤

務先に企業年金がなく iDeCoのみで自助努力する加入者の限度額の方が、低く設定されて

きた。足元では前者が月額 5.5 万円に対し、後者は 2.3 万円である。直接の原因は、当初

の限度額設定の際に企業型 DC と iDeCo とで異なるアプローチが採られたことにあるが、

企業年金に恵まれない個人から見れば公平性に欠ける状況が続いていた。 

税制改正大綱では、企業型 DC のみの加入者、企業型 DC と確定給付型年金（DB）の両

方の加入者、iDeCo のみの加入者（従業員）のいずれも、一律に月額 6.2 万円の拠出限度

額にするとされた。企業年金と iDeCoの、私的年金税制上のイコール・フッティングが志

向されたと理解できる。 

 

２．企業年金と iDeCo 併用者の拠出可能額の拡充 

企業年金と iDeCo を併用する加入者については、2020 年の制度改正で「月額 5.5 万円か

ら企業拠出を控除した残りと、2 万円の小さい方が iDeCo 拠出可能額」という税制が導入

された。また、将来的な方向性として、「穴埋め型」と呼ばれる考え方も提案された。そ

の骨格としては、 

 拠出時及び運用時非課税・給付時課税（EET）の税制の下、一律の拠出限度額を設定 

 一律の拠出限度額から企業拠出を控除した残りが、個人の拠出可能額 

 拠出枠の「使い残し」が生じた場合は翌年以降に繰り越し可能 

 退職一時金も非課税で個人勘定への拠出を容認 

といった要素が挙げられた2。 

  
 

1  本稿では論じないが、iDeCo の加入可能年齢を 70 歳まで引き上げることも盛り込まれた。DC への加入資格

は、制度開始当初から公的年金の被保険者資格に紐付けて設定されてきたことを踏まえると、意義深い施策

と言える。 
2  「第 18回社会保障審議会企業年金・個人年金部会資料 2 令和 3年度税制改正要望に係るこれまでの議論の整

理」（2020 年 12 月 23 日）。 
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今回の税制改正大綱には、現行の「2 万円の小さい方」の撤廃が盛り込まれた。これに

より、企業年金加入者、iDeCo 加入者（従業員）共に、上記の 2 点目の要件は満たされ、

私的年金税制は穴埋め型に向けて進展することとなる。従業員は勤務先の年金制度の内容

に関わらず、6.2 万円という一律の拠出限度額を享受し、自身の判断で iDeCo に拠出して

その年の拠出枠を活用することが可能になる。 

 

３．企業型 DC 加入者拠出の「企業拠出以下要件」撤廃 

日本の企業型 DC は米国の 401(k)プランと異なり、制度開始当初、掛金拠出を行うのは

企業のみとされ、加入者拠出は認められなかった。その後 2011 年の制度改正により加入

者拠出（マッチング拠出）が容認されたが、「マッチング拠出は企業拠出以下」という制

約が設けられた。企業年金である以上、企業が主たる拠出者であることに拘ったものと理

解できるが、これは企業拠出が少額の加入者にとって、自助努力の機会も抑制されてしま

うことを意味していた。 

税制改正大綱には、マッチング拠出の「企業拠出以下要件」の撤廃が盛り込まれた。企

業型 DC 加入者は、6.2 万円から企業拠出を控除した残りの全額をマッチング拠出に当て

ることが可能になる。 

 

Ⅲ 今後の注目点 

今回の税制改正大綱の内容は、2001 年の DC 制度導入以降の、拠出を巡る制度改革を引

き継ぎ、個人（従業員）が勤務先の企業年金の有無や内容に関わらず、一律の拠出限度額

を享受できるようにするものである（図表 2）。 

図表 2 DC の拠出に関する制度改正 

 
（出所）野村資本市場研究所 
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今後注目すべき論点として、以下の 3 つが挙げられる。 

第一に、税制改正大綱への記載により税制改正の主要な関門を突破したものの、まだ

ゴールに達したわけではないことである。DC 拠出限度額は政令（確定拠出年金施行令）

への記載事項であり、今後政令改正等の手続きを踏む必要がある。また、システムも含め

た実務対応も重要な論点で、施行時期もその影響を受けることが想定される。実際、前述

の 2020年の税制改正は体制整備に 4年近くを要し、移行期を経て 2024年 12月 1日に施行

された経緯がある。今般の改革のスピード感が注目される。 

第二に、特に iDeCoについては、可能な限り制度を分かりやすく提示することが極めて

重要である。一般の個人が意思決定するため、分かりづらい制度は利用されない可能性が

高い。企業年金と iDeCoの併用者は、自身の拠出可能額を知るのに企業拠出を控除しなけ

ればならない点が、例えば NISA（成長投資枠が年間 240 万円、つみたて投資枠が同 120

万円で一律）と比べると分かりづらい。個人が拠出可能額を簡便に把握できるような支援

体制構築が重要となる。 

第三に、月額 10 万円といった高水準の拠出限度額など、より大がかりな私的年金税制

改正のためには、図表 1 の「検討事項」にもある通り、年金給付時課税の議論を避けては

通れないと思われる。拠出時及び運用時非課税・給付時課税（EET）は、私的年金税制と

してグローバルに受け入れられているが、日本の場合、退職金税制及び公的年金等控除の

存在ゆえに給付時課税が限定的と指摘されている。また、運用時については 1999 年以降

凍結されているものの、原則は特別法人税が積立金に対して課せられる。拠出可能額を大

幅に引き上げ、特別法人税を撤廃するには、十分な移行措置等を講じた上で、給付時課税

を見直す議論の準備が必要ではないか。現役期間中の退職一時金については別目的の制度

として議論することも考えられる。 

私的年金を通じて、長期積立分散投資と税制優遇による複利の効果を存分に活かして資

産形成を行い、活発な消費力を有する高齢者を可能な限り大勢生み出すことは、超高齢化

する日本の経済・社会が目指すべき方向性であろう。 

 

 

 


